
の促 市民からの国民年金に係る届出等を受理し、日本年金機構へ適正な報告を行い、伴せて加入の促進及び納付
施策目的・

(2)目的 進と保険料の納付率の向上を図ります。 事業目的 率の向上に努める。
展開方向

①国民年金被保険者から提出された届書、申請書、申出書又は請求書の記載事項及び添付書類に不備がある ①日本年金機構と協力連携し、適正な報告を行う。　　　　
場合は、適宜その不備の補正を求め、補正されたものを受理する。 ②口座振替等納付の督励に努め、納付率の向上をはかる。
②日本年金機構への適正な報告を行う。 当該年度 ③消費税率引き上げに伴う年金生活者支援給付金の支給に向け適切な対応をはかる。
③国民年金制度の周知に努め、納付率の向上をはかる。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

国民年金加入者の納付率 想定値 72.4当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 76.8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 法定受託事務を実施する中で、加入者の納付率を向上させる。 直接 国民年金加入者の納付率 % 72.3 72.4

令和 3年度 法定受託事務を実施する中で、加入者の納付率を向上させる。 直接 国民年金加入者の納付率 % 72.5

令和 4年度 法定受託事務を実施する中で、加入者の納付率を向上させる。 直接 国民年金加入者の納付率 % 72.6

国民年金制度は法改正等により制度が複雑で理解を得るのが難しい。加えて年金問題も未だ未解決であり、市民の不信・不安は
(7)事業実施上の課題と対応 解消されてないことから国民年金保険料の納付意欲が薄れている。しかし、引き続き国民年金のしおりや広報・ホームページ等 代替案検討 ○有 ●無

を通じて根気強く制度を理解していただけるよう丁寧な説明と正確な情報を提供していく。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬等（２号２名） 5,418 パート会計年度（事務補助）２人 5,100 4,525 パート会計年度（事務補助）２人 5,100 パート会計年度（事務補助）２人 5,100
臨時職員賃金等（１名） 2,126 パート会計年度（事務補助産休）１人 372 350 普通旅費 2 普通旅費 2
臨時職員賃金等（産休対応１名） 2,069 普通旅費 2 0 研修旅費 6 研修旅費 6
普通旅費 6 研修旅費 6 0 消耗品費（事務用品他参考図書等） 263 消耗品費（事務用品他参考図書等） 263
研修旅費 7 消耗品費（事務用品他参考図書等） 263 216 通信運搬費 97 通信運搬費 97
消耗品費（事務用品他参考図書等） 240 通信運搬費 97 72
通信運搬費 100

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,966 合　　計 5,840 5,163 合　　計 5,468 合　　計 5,468
国庫支出金 補助率 100 ％ 9,966 補助率 100 ％ 5,840 5,163 補助率 100 ％ 5,468 補助率 100 ％ 5,468
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.76 2.66 2.66 2.66 2.66
正職員人件費 15,488 23,142 23,142 23,142 23,142

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,418 0 0 0 0
臨時職員賃金額 4,195 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 25,454 28,982 28,305 28,610 28,610
(11)単位費用

362.08千円／％ 400.3千円／％ 368.55
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

健全な国民生活の維持及び向上に寄与するための国民年金制度の長期的な安定を図る必要がある。経済状況の悪化や年金 ●①事前確認での想定どおり
制度に対する不信感から納付率が低迷している中、年金制度を理解していただきながら、納付督励や免除申請など個々の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 状況に応じた助言が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国民年金制度の安定的な運営を図る上で、制度の理解を深め納付率を上げるために必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国民年金事業の一部は、政令の定めるところにより市が行う

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ものである。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
72.3 72.4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

日本年金機構松戸年金事務所と連携して保険料の納付督励を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 76.8 106.08
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 28,982 △3,528 28,305 97.66
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△13.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.25

% 10万円 0.27 108

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
国民年金制度の長期的な安定を図る上で、制度内容の周知や保険料の納付率の向上を図る必要があり、今後も推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 150 課コード 0510 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民年金制度の周知、加入促進及び納付奨励 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 国民年金加入促進及び納付奨励 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 2.66 人）
(1)事業概要

(当　初) 28,982 千円 (うち人件費 23,142 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34003 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民年金制度の長期的な安定を図るため、制度内容の周知や窓口相談体制の充実に努め、制度への加入



賦課の適正化に努めるとともに、口 国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産、死亡に関して必要な保険給付を行うものとする。
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的 また、平成30年度以降は県が国保の財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま により制度の安定化を図ることとなった。
①病気やケガをした時の療養の給付、入院時食事療養費、訪問看護療養費、移送費、療養費、高額療養費等 ①被保険者には正しい受診、医療機関には適正な診療を促し、医療機関からの診療報酬明細書（レセプト）
の支給を行う,出産したときの出産育児一時金の支給を行う,死亡したときの葬祭費の支給を行う。 の点検を綿密に行い適正な給付を行う。
②電算処理を国保連合会への全部委託とともに、高額療養費支給システムを導入し、事務の効率化を図る。 当該年度 ②出産、葬祭に関する給付については、被保険者の資格や保険税の納付状況を確認しながら、適正な給付を
③保険給付費・国民健康保険事業納付金・共同事業事務費拠出金の円滑な支払業務を行う。 執行計画 行う。

(3)事業内容 内　　容 ④国民健康保険財政調整基金の円滑な運用。 ③保険給付費、国民健康保険事業納付金、共同事業事務費拠出金、及び過年度分の精算に伴う返還金の支払
⑤国保制度の広域化に伴い、複雑化する高額療養費の支給に係る多数回該当の適用について、被保険者の県 業務の円滑な実施。
内異動による世帯の継続性が求められるため、資格担当と連携し適正な運用を図る。 一人あたりの医療費の上昇率を抑制する 想定値 100当該年度
⑥新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、当該感染症に感染した、または発熱等の症状があり感 単位 ％

活動結果指標 実績値 97.9染が疑われたため、労務に服することができない被用者に対して傷病手当金を支給する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広報やホームページ、リーフレット、ポスター等を活用し、被保険者による受診と服薬の適正化を図る。また、保険医療機関等 直接 一人あたりの医療費の上昇率を抑制する ％ 102.69 100
からのレセプトを点検し、頻回受診や重複受診等の無駄を抑制する。

令和 3年度 広報やホームページ、リーフレット、ポスター等を活用し、被保険者による受診と服薬の適正化を図る。また、保険医療機関等 直接 一人あたりの医療費の上昇率を抑制する ％ 100
からのレセプトを点検し、頻回受診や重複受診等の無駄を抑制する。

令和 4年度 広報やホームページ、リーフレット、ポスター等を活用し、被保険者による受診と服薬の適正化を図る。また、保険医療機関等 直接 一人あたりの医療費の上昇率を抑制する ％ 100
からのレセプトを点検し、頻回受診や重複受診等の無駄を抑制する。
超高齢化及び医療の高度化により一人あたり医療費が増大し続けていることから、必要な財源を確保するとともに、頻回受診や

(7)事業実施上の課題と対応 重複受診等の無駄の抑制、及び第三者行為による受診の適正な負担等について対策を進めていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員人件費６人(報酬/共済費/費用 13,880 旅費/消耗品(参考図書購入費含) 844 604 旅費/消耗品(参考図書購入費含) 844 旅費/消耗品(参考図書購入費含) 844
旅費/消耗品(参考図書購入費含)旅費充 837 印刷製本費(事業概要・高額封筒・医療 317 283 印刷製本費(事業概要・高額封筒・医療 317 印刷製本費(事業概要・高額封筒・医療 317
印刷製本費(事業概要・高額封筒・医療 278 修繕料(複写機保守) 733 587 修繕料(複写機保守) 733 修繕料(複写機保守) 733
修繕料(複写機保守) 804 通信運搬費(医療費通知郵送料、NTT回線 5,118 4,029 通信運搬費(医療費通知郵送料、NTT回線 5,118 通信運搬費(医療費通知郵送料、NTT回線 5,118
通信運搬費(医療費通知郵送料、NTT回線 5,007 手数料(集約システム/出産育児一時金支 3,728 3,400 手数料(集約システム/出産育児一時金支 3,728 手数料(集約システム/出産育児一時金支 3,728
手数料(集約システム/出産育児一時金支 2,099 委託料(電算/回転庫/求償/差額通知/海 10,836 8,268 委託料(電算/回転庫/求償/差額通知/海 10,836 委託料(電算/回転庫/求償/差額通知/海 10,836
委託料(電算/回転庫/求償/システム開発 10,952 使用料(事務機器/有料道路駐車場) 639 637 使用料(事務機器/有料道路駐車場) 639 使用料(事務機器/有料道路駐車場) 639

実施内容 使用料(事務機器/有料道路駐車場/国保 2,290 負担金(互助会/研修負担金/国保連合会) 3,345 3,279 負担金(互助会/研修負担金/国保連合会) 3,345 負担金(互助会/研修負担金/国保連合会) 3,345
負担金(互助会/国保連合会) 3,355 趣旨普及費(国保ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ印刷費) 242 236 趣旨普及費(国保ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ印刷費) 242 趣旨普及費(国保ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ印刷費) 242

(8)施行事項
費　　用 趣旨普及費(国保ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ印刷費) 229 保険給付費(一般/退職/審査手数料/出産 8,784,219 7,846,564 保険給付費(一般/退職/審査手数料/出産 8,784,219 保険給付費(一般/退職/審査手数料/出産 8,784,219

保険給付費(一般/退職/審査手数料/出産 8,807,326 国民健康保険事業費納付金 3,277,425 3,277,423 国民健康保険事業費納付金 3,277,425 国民健康保険事業費納付金 3,277,425
国民健康保険事業費納付金　９月補正18 3,341,845 共同事業事務費拠出金 5 2 共同事業事務費拠出金 5 共同事業事務費拠出金 5
共同事業事務費拠出金 5 基金積立金 1 1 基金積立金 1 基金積立金 1
基金積立金 1 保険給付費等交付金償還金・その他償還 5,088 5,086 保険給付費等交付金償還金・その他償還 5,088 保険給付費等交付金償還金・その他償還 5,088
保険給付費等交付金償還金・その他償還 2,793 国保給付業務を行う会計年度任用職員9 国保給付業務を行う会計年度任用職員9 国保給付業務を行う会計年度任用職員9
９月補正　臨時職員２人（産休代替・欠 1,778 パート会計年度（事務補助）４人 9,904 8,596 パート会計年度（事務補助）４人 9,904 パート会計年度（事務補助）４人 9,904

パート会計年度（レセプト）　５人 11,238 10,697 パート会計年度（レセプト）　５人 11,238 パート会計年度（レセプト）　５人 11,238
パート会計年度（事務補助産休）１人 2,356 1,699

＊ 傷病手当金 1,000 362
9月・12月・補正予算 △557,531

予算(決算)額 合　　計 12,193,479 合　　計 11,559,507 11,171,753 合　　計 12,113,682 合　　計 12,113,682
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 8,953,369 補助率 0 ％ 8,829,352 7,805,885 補助率 0 ％ 8,829,352 補助率 0 ％ 8,829,352
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 18,567 18,567

その他の財源 ■特会 □受益 ■基金 □その他 3,240,110 ■特会 □受益 ■基金 □その他 2,730,155 3,365,868 ■特会 □受益 ■基金 □その他 3,265,763 ■特会 □受益 ■基金 □その他 3,265,763
換算人数(人) 2.9 2.24 2.24 2.9 2.9
正職員人件費 25,520 19,488 19,488 25,230 25,230

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 13,880 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,778 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,218,999 11,578,995 11,191,241 12,138,912 12,138,912
(11)単位費用

122,189.99千円／％ 115,789.95千円／％ 114,312.98
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国民健康保険法の定めるところにより実施するものとする。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国民健康保険法及び関係法令に基づき、被保険者の疾病・負傷・出産等の保険事業にかかる納付を適正に行うために必要
な事業である。おおむね当初の想定通りに実施できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国民健康保険法第3条の規定に基づき、我孫子市が保険者と

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 して実施する事業である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 国保運営協議会に市民である被保険者が参画している。 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 物件費の支出にあたり、環境負荷低減に配慮している。 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
102.69 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

被保険者の減少およびコロナウイルス感染症の影響により、医療費総額が抑制さ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標

様

値(と現況値の差)と

式

97.9 102.15

第

れたため。
　同等の水

３

準である

対策実施によ

号

る事業費削減 実施予定

事

の対策 実施状況 ○①想

務

定事業費未満 事業費の

事

削減対策について
●②

業

概ね想定事業費以内
事

評

業費削減額(d) ■①

価

国・県助成制度活用 □

表

⑤ＰＦＩ等民間資本の

（

活用 対事業費(％) ●

令

①事前の想定どおり
事

和

業費(c)(千円) 実

 

績値(g)(千円) ○

2

③想定事業費超過
(千

年

円) □②現有体制での

度

対応 □⑥受益者負担 (

）

g/c)×100 ○②

事

事前の想定どおりでな

業

かった
□③維持管理費

コ

の削減策の実施 □⑦そ

ー

の他
(2)事業費削減

ド

の工夫をして 11,5

1

78,995 640,

5

004 11,191,

1

241 96.65
□④

課

民間委託 ＜想定どおり

コ

削減できなかった原因

ー

＞ ○要
   いるか？

ド

事業費削減率(％) ＜

0

削減の内容＞ ＜超過理

5

由等＞ ●不要
保険給付

1

費については、県の交

0

付金で全額が補填され

会

る。 該当なし

5.24

計

目標値対事業費(e)

種

計算方法 達成状況 ●①

別

目標値以上 ＜目標値以

国

上となった理由／目標

民

値以下であった原因＞

健

(3)目標値を実現す

康

る為に ○②目標値と同

保

程度 被保険者の減少お

険

よびコロナウイルス感

事

染症の影響によ
単位 費

業

用単位 ●①単年度の指

特

標：目標値×費用単位

別

／事業費 対目標値(％

会

) ○要
   投じる事

計

業費は適正か？ 実績値

予

(h) ○③目標値以下

算

り、医療費総額が抑制

の

されたため。
○②複数

種

年度の指標：(目標値

類

－現況値)×費用単位

■

／事業費 (e/h)×

政

100 ●不要
   (

策

目標対費用) 0
％ 10

■

万円 0 NaN (非数

経

値)

３．事後評価

●現

常

状どおり推進 ○拡充 ○

□

縮小 ○結合 ○休止 ○廃

な

止 ○事業手法見直し ○

し

その他(事業完了など

１

)

評
　
価

評価コメント

．

改善策及び展開方向
国

事

民健康保険法の規定に

業

基づき、国民健康保険

の

の給付事業については

概

、今後も現状のとおり

要

推進していく。

(PLAN)

基本事業 国民健康保険事業の健全化対策 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 保険給付事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 2.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,114,844 千円 (うち人件費 19,488 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 11,578,995 千円 (うち人件費 19,488 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格や



議会は、国保事業の運営にあたり、それぞれの立場の利害を調整し、国保に関する重要事項を審
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的 議し国保運営が円滑に行われるよう市町村長の諮問機関として設置運営されている　国民健康保険をいかに
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま 運用するかを被保険者とその他関係者の代表の参画を得て審議し反映させていく。
運営協議会は、被保険者を代表する委員、保険医または保険薬剤師を代表する委員及び公益を代表する委員 国保運営協議会４回開催
、被用者保険等保険者を代表する委員で組織され、国保の①一部負担金の負担割合②保険料（税）の賦課方 ・我孫子市の国民健康保険事業の現状
法及び税率③保険給付の種類及び内容変更④保険事業の実施⑤国保診療施設の設置に関することなどのほか 当該年度 ・市長の諮問に対する協議及び答申
事業の基本となる事項及び保険財政に重大な影響を及ぼす事項について、市長の諮問に応じて審議する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 また市長の諮問に応じるほか自ら進んで意見を述べることもできる。国保に関する重要事項を議会等に諮る
まえに、関係者、専門家による意見交換や調査を踏まえて市長への具申等を行うものである。

運営協議会を４回開催予定 想定値 4当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 年度を通して国保に関する重要事項を審議する。住民の各側の代表を国保事業に関与させそれぞれの立場の利害を調整して事業 直接 運営協議会の開催実績 回 2 4
運営を円滑に進めていく。

令和 3年度 年度を通して国保に関する重要事項を審議する。住民の各側の代表を国保事業に関与させそれぞれの立場の利害を調整して事業 直接 運営協議会の開催実績 回 4
運営を円滑に進めていく。

令和 4年度 年度を通して国保に関する重要事項を審議する。住民の各側の代表を国保事業に関与させそれぞれの立場の利害を調整して事業 直接 運営協議会の開催実績 回 4
運営を円滑に進めていく。
諮問事項の範囲の明確化。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委員報酬　3,500円×10人×4回 140 委員報酬　3,500円×10人×4 140 56 委員報酬　3,500円×10人×4回 140 委員報酬　3,500円×10人×4回 140
会議録作成　8時間×23,000円×1.08 203 会議録作成　23,000円×8時間×1.1 203 96 会議録作成　8時間×23,000円×1.1 203 会議録作成　8時間×23,000円×1.1 203

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 343 合　　計 343 152 合　　計 343 合　　計 343
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 343 ■特会 □受益 □基金 □その他 343 152 ■特会 □受益 □基金 □その他 343 ■特会 □受益 □基金 □その他 343
換算人数(人) 0.5 0.45 0.45 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 3,915 3,915 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,743 4,258 4,067 4,693 4,693
(11)単位費用

1,185.75千円／回 1,064.5千円／回 1,355.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国民健康保険法第１１条第２項（平成３０年４月１日施行で法改正あり）の規定により定められた必置の附属機関である ●①事前確認での想定どおり
。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国民健康保険法第11条に定められた会議体であり、国民健康保険事業を円滑に運営するために必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が保険者として実施する国民健康保険事業を円滑に運営す

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 【３回開催】 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 第１回　令和２年１１月５日（木） ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 第２回　令和２年１１月２５日(木） ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 第３回　書面開催　 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
運営協議会委員１０名のうち３名については、被保険者（市民）代表として公募により選任している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

円滑な国保事業運営のために、必要な議論を行うことができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 50
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,258 485 4,067 95.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

10.23

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ３回の開催において、国保予算・決算、税に関する制度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 改正、保健事業、計画等について必要な協議を行うこと

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09 ができた。

回 10万円 0.05 55.56

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
国民健康保険法第11条第2項の規定に基づき、現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 152 課コード 0510 会計種別 国民健康保険事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険事業の健全化対策 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 国保運営協議会 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,258 千円 (うち人件費 3,915 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格や賦課の適正化に努めるとともに、口 国保運営協



や賦課の適正化に努めるとともに、口 円滑な保険給付の利用に供する。
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま
①新規加入等による被保険者証の随時交付（一斉更新は令和2年度、令和4年度） ①新規加入等による被保険者証の随時交付（一体化した被保険者証の一斉更新は令和2年度、令和4年度）
　8月に一斉更新、他随時毎月更新 ②高齢者受給者証の更新（平成30年度からの被保険者証の一体化により、高齢者受給者証のみの一斉更新は
②高齢者受給者証の更新（平成30年度より被保険者証と一体化） 当該年度 令和3年度、令和5年度）③退職者被保険者証の交付　随時
③退職者被保険者証切替交付 執行計画 ④令和2年度3月より実施される、マイナンバーカード・保険証を用いたオンラインでの資格確認システム　

(3)事業内容 内　　容 ④令和２年度３月より実施される、マイナンバーカード・保険証を用いたオンラインでの資格確認システム へ対応するための国保システム改修
　へ対応するため、国民健康保険証へ２桁付番し、国保連合会システムを利用し情報をシステム連携する等
　の国保システム改修 的確な被保険者証の交付及び、被保険者の利便性と社会の事象に対応 想定値 19,883当該年度

し考慮した対応を進めていく。保険証交付枚数 単位 件
活動結果指標 実績値 27,704

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 被保険者証の適正な交付。 直接 資格証明書及び短期保険証発行/被保険者世帯数 ％ 2.3 2.4

令和 3年度 被保険者証の適正な交付。 直接 資格証明書及び短期保険証発行/被保険者世帯数 ％ 3

令和 4年度 被保険者証の適正な交付。 直接 資格証明書及び短期保険証発行/被保険者世帯数 ％ 2.9

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 3,852 印刷製本費 250 160 印刷製本費 91 印刷製本費 91
9月補正　委託料（オンライン資格確認 2,991 通信運搬費 8,948 6,621 通信運搬費 3,852 通信運搬費 8,948

＊ 委託料（令和２年度オンライン資格確 3,940 3,940 負担金（オンライン資格確認等システ 562 負担金（オンライン資格確認等システ 562
認等システム対応改修委託料） ム運営負担金） ム運営負担金）

＊ 負担金（オンライン資格確認等システ 47 0
ム運営負担金）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,843 合　　計 13,185 10,721 合　　計 4,505 合　　計 9,601
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 3,940 3,940 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 43 ％ 2,991 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,852 ■特会 □受益 □基金 □その他 9,245 6,781 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,505 ■特会 □受益 □基金 □その他 9,601
換算人数(人) 1 1.2 1.2 0.95 0.95
正職員人件費 8,800 10,440 10,440 8,265 8,265

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,643 23,625 21,161 12,770 17,866
(11)単位費用

0.74千円／件 1.19千円／件 0.76
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国民健康保険法によるため被保険者証の交付。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

想定どおり、被保険者に対し国民健康保険証を交付できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国民健康保険法第９条及び我孫子市国民健康保険税滞納者対

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 策実施要綱により、被保険者証の適正化を図る必要がある。
□その他 　促進された そのため、滞納者を適正に把握し被保険者証を発行する必要

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した がある。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2.3 2.4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

短期被保険者証や資格者証の件数自体は減少傾向にあるが、被保険者数の減少に
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2.3 104.35

よる影響があり、実績値(資格証＋短期証／被保険者)の割合は減少しなかった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,625 △7,982 21,161 89.57
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

オンライン資格確認システム対応システム改修のため

△51.03

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 国保世帯に対する滞納者世帯数の割合が減少されないた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 め、現年優先で徴収しているため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

％ 10万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は国民健康保険法第９条及び我孫子市健康保険税滞納者対策実施要綱に基づき適正に被保険者証を発行することにより、円滑な保険給付
を行う上で必要な事業であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 153 課コード 0510 会計種別 国民健康保険事業特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険事業の健全化対策 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 被保険者証・受給者証の交付更新 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 12 人 (換算人数 1.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,466 千円 (うち人件費 10,440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 23,625 千円 (うち人件費 10,440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格



るため、資格や賦課の適正化に努めるとともに、口 保健事業を効果的かつ、継続して推進することにより、被保険者の健康が保持増進され、その結果として医
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的 療費の削減を促進し、国民健康保険の財政安定化に資する。
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま
○短期人間ドック事業：我孫子市国民健康保険短期人間ドック事業実施要綱により実施する。 ○短期人間ドック：年度内１回（県補助金を活用して実施）　
○はり・きゅう・あん摩補助事業：我孫子市国民健康保険はり、きゅう、あん摩等施設利用規則により実施 ○はり・きゅう・あん摩等施設利用券の交付：１枚１,０００円を年度内最大１２枚補助
する。 当該年度 ○医療費通知の発行：年度内１回
○医療費通知の発行：被保険者に受診状況を知らせ、医療給付について理解を求める。 執行計画 ○データヘルス計画による保健事業の実施（県補助金を活用して実施）

(3)事業内容 内　　容 ○データヘルス計画に基づく保健事業の実施：保険指導の実施や受診勧奨通知の発送を行い、病期の維持改 ○市外医療機関で健診を受けた結果データを提供した被保険者に助成金を交付する制度として、特定健康診
善を図る。 査受診費用助成金事業を実施（県補助金を活用して実施）
○特定健康診査受診費用助成金事業：市外医療機関等での受診結果の提供を受けることで、より多くの健診 短期人間ドック助成者数 想定値 1,250当該年度
結果データを市が把握し、健康リスクがある被保険者に保健事業を実施することで健康保持増進を目指すと 単位 人

活動結果指標 実績値 954ともに、特定健康診査の受診率向上を図る。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 データヘルス計画事業を始めとした保健事業の実施により、被保険者の健康保持増進を図る。また、保険者としての医療費適正 直接 短期人間ドック受診者数 人 1,117 1,250
化を目指す。

令和 3年度 データヘルス計画事業を始めとした保健事業の実施により、被保険者の健康保持増進を図る。また、保険者としての医療費適正 直接 短期人間ドック受診者数 人 1,300
化を目指す。

令和 4年度 データヘルス計画事業を始めとした保健事業の実施により、被保険者の健康保持増進を図る。また、保険者としての医療費適正 直接 短期人間ドック受診者数 人 1,350
化を目指す。
短期人間ドック事業の実施については、特定健診とともに受診率向上を図り、また、受検者が重複受検しないよう特定健診・特

(7)事業実施上の課題と対応 定保健指導事業と連携を図りながら事業を進めていく。 代替案検討 ○有 ●無
データヘルス計画に基づく保健事業の実施については、衛生部門・高齢者部門と連携を図りながら進めていく。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費 76 印刷製本費 86 74 印刷製本費 86 印刷製本費 86
通信運搬費 119 通信運搬費 149 121 通信運搬費 149 通信運搬費 149
短期人間ドック検診委託料 33,702 短期人間ドック検診委託料 36,512 29,219 短期人間ドック検診委託料 36,512 短期人間ドック検診委託料 36,512
特定健康診査データパンチ委託料 675 特定健康診査データパンチ委託料 550 345 特定健康診査データパンチ委託料 550 特定健康診査データパンチ委託料 550
はりきゅうマッサージ利用者助成金 7,000 はりきゅうマッサージ利用者助成金 6,500 4,625 はりきゅうマッサージ利用者助成金 6,500 はりきゅうマッサージ利用者助成金 6,500
糖尿病重症化予防保健指導業務委託料 6,794 糖尿病重症化予防保健指導業務委託料 6,875 4,188 糖尿病重症化予防保健指導業務委託料 6,875 糖尿病重症化予防保健指導業務委託料 6,875
データヘルス事業対象者抽出・分析 3,484 データヘルス事業対象者抽出・分析 3,905 2,585 データヘルス事業対象者抽出・分析 3,905 データヘルス事業対象者抽出・分析 3,905

実施内容 医師文書手数料 88 医師文書手数料 88 38 医師文書手数料 88 医師文書手数料 88
過年度対象者フォローアップ指導等委託 602 過年度対象者フォローアップ指導等委託 608 599 過年度対象者フォローアップ指導等委託 608 過年度対象者フォローアップ指導等委託 608

(8)施行事項
費　　用 【政策】 特定健康診査受診費用助成金 850 219 特定健康診査受診費用助成金 850 特定健康診査受診費用助成金 850

＊ 特定健康診査受診費用助成金 850 12月補正（データヘルス計画事業） △3,700

予算(決算)額 合　　計 53,390 合　　計 52,423 42,013 合　　計 56,123 合　　計 56,123
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 100 ％ 13,140 補助率 100 ％ 12,922 12,922 補助率 100 ％ 12,922 補助率 100 ％ 12,922
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 40,250 ■特会 □受益 □基金 □その他 39,501 29,091 ■特会 □受益 □基金 □その他 43,201 ■特会 □受益 □基金 □その他 43,201
換算人数(人) 1.3 1 1 1.3 1.3
正職員人件費 11,440 8,700 8,700 11,310 11,310

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 64,830 61,123 50,713 67,433 67,433
(11)単位費用

67.53千円／人 48.9千円／人 53.16
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国保保健事業は、国民健康保険法第８２条により、保険者に課された事業である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国民健康保険法第82条により医療保険者に？された事業であり、被保険者の健康の保持増進のため必要な事業を行うよう
努めなければならないため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国民健康保険法第82条による保険事業を推進するため、短期

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 人間ドック事業、データヘルス計画に基づく保険事業を実施
□その他 　促進された している。保険事業は被保険者の疾病の早期発見、健康の保

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 持増進、医療費適正化に欠かせない事業である。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の実施において、我孫子市医師会や我孫子市薬剤師会と ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り の連携を図っている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
我孫子医師会と連携を図っている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,117 1,250 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

他課とも連携し、特定検診と併せて人間ドックの受診案内に努めたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 954 76.32
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 61,123 3,707 50,713 82.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

コロナウイルス感染症の影響により、事業への参加を控えた加入者がい
たため。

5.72

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 庁内外の関係部門との連携や効率化に努めたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.05

人 10万円 1.88 91.71

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、被保険者の健康の保持増進を図ることで、被保険者の？医療費削減に効果的な事業となっている。高齢化が進む中、生活習慣病を起
因とした疾病の早期発見や重症化予防は重要であることから現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 155 課コード 0510 会計種別 国民健康保険事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険事業の健全化対策 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 国保保健事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 64,823 千円 (うち人件費 8,700 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 61,123 千円 (うち人件費 8,700 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市国民健康保険データヘ

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営す



めるとともに、口 口座振替の推進を一層図るとともに、窓口での収納及び納付相談、滞納処分等を実施することにより、県が
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的 見込む納付金の確保に努める。
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま
①国保税の収納を行う。 ４月～３月：国保税の窓口収納事務及び納税相談等を行う。
②領収済通知の消し込み作業を行う。 ４月～３月：各金融機関で納付された領収済通知の消し込みと、口座振替依頼書の登録事務を行う。
③口座振替の登録及び口座振替不能通知の送付を行う。 当該年度 １１月～1月：保険税控除確認書を送付する。
④社会保険料控除証明書（納付確認書）の送付を行う。 執行計画 ４月～３月：社会保険、転出等に伴う過誤納金の還付処理を行う。

(3)事業内容 内　　容 ⑤過誤納金還付処理を行う。 ４月～３月：財産調査の実施及び調査結果に基づく滞納処分を行う。
⑥特別徴収における特別対策申出書の受付と処理を行う。 ９月～３月：現年度の収納を強化する。

保険税収納率（現年度分）　 想定値 93.9当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 93.57

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 収税課と連携を図り収納率を向上させ、国保財政の健全運営を維持する。 直接 国保税収納率（現年度分）　収納額／調定額 % 93.57 94

令和 3年度 収税課と連携を図り収納率を向上させ、国保財政の健全運営を維持する。 直接 国保税収納率（現年度分）　収納額／調定額 % 94

令和 4年度 収税課と連携を図り収納率を向上させ、国保財政の健全運営を維持する。 直接 国保税収納率（現年度分）　収納額／調定額 % 94.1

コンビニ納付が開始されたため口座振替の利用者が減る現象がみられる。また、特別徴収実施は収納率向上要因があるものの、
(7)事業実施上の課題と対応 長寿医療制度創設に伴い収納率の高い75歳以上の高齢者が被保険者から年々抜けるため、収納率への低下が懸念される。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 9 消耗品 9 9 消耗品 9 消耗品 9
印刷製本費 81 印刷製本費 143 109 印刷製本費 143 印刷製本費 143
通信運搬費 1,384 通信運搬費 1,402 1,199 通信運搬費 1,402 通信運搬費 1,402
手数料 3,918 手数料 3,870 3,350 手数料 3,870 手数料 3,870
口座委託料 538 口座委託料 482 425 口座委託料 482 口座委託料 482
滞納管理システム保守管理委託料 270 滞納管理システム保守管理委託料 248 247 滞納管理システム保守管理委託料 248 滞納管理システム保守管理委託料 248
滞納管理システム賃貸借料 391 滞納管理システム賃貸借料 53 53 滞納管理システム賃貸借料 53 滞納管理システム賃貸借料 53

実施内容 還付金(一般) 16,196 還付金(一般) 24,453 23,134 還付金(一般) 17,000 還付金(一般) 17,000
還付金(退職) 250 還付金(退職) 100 1 還付金(退職) 100 還付金(退職) 100

(8)施行事項
費　　用 還付加算金(一般) 500 還付加算金(一般) 400 373 還付加算金(一般) 400 還付加算金(一般) 400

還付加算金(退職) 10 還付加算金(退職) 1 0 還付加算金(退職) 1 還付加算金(退職) 1
嘱託職員報酬等（２号２名） 2,760 パート会計年度（事務職２名）×0.5 2,692 2,584 パート会計年度（事務職２名）×0.5 2,692 パート会計年度（事務職２名）×0.5 2,692

予算(決算)額 合　　計 26,307 合　　計 33,853 31,484 合　　計 26,400 合　　計 26,400
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 26,307 ■特会 □受益 □基金 □その他 33,853 31,484 ■特会 □受益 □基金 □その他 26,400 ■特会 □受益 □基金 □その他 26,400
換算人数(人) 1.75 1.7 1.7 1.75 1.75
正職員人件費 15,400 14,790 14,790 15,225 15,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,204 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 41,707 48,643 46,274 41,625 41,625
(11)単位費用

448.46千円／% 518.03千円／% 494.54
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国民健康保険加入者が安心して医療が受けられるよう、安定した歳入を確保し制度の健全な運営を図る必要がある。その ●①事前確認での想定どおり
ため、口座振替の推進や納付相談等により収納率向上に努める。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高齢化の進展などで国民健康保険制度の必要性は高まっている。収納率の向上は国民健康保険制度の健全な運営のために
も必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方税法に基づいた国民健康保険制度の収納事務は市の事業

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 であり、常に判断を求められるため委託には適さない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
93.57 94 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

秋口より現年度分の徴収に取りかかり、初期の滞納者に対して督促、電話催告、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 93.57 99.54

財産調査に基づく納付相談、差押等を実施し成果を上げた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 48,643 △6,936 46,274 95.13
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△16.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 秋口より現年度分の徴収に取りかかり、初期の滞納者に

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 対して督促、電話催告、財産調査に基づく納付相談、差

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.19 押等を実施し成果を上げた。

% 10万円 0.2 105.26

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
現年度の収納率向上は、国民健康保険制度の健全な運営という目標達成にも必要不可欠な事業となっているため、今後も現状どおり推進してい
く。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 156 課コード 0510 会計種別 国民健康保険事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険税の課税適正化対策 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 国保税の収納 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 41,190 千円 (うち人件費 14,790 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 48,643 千円 (うち人件費 14,790 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格や賦課の適正化に努



に国保税の計算方法及び納付方法等を周知し、国保税の重要性の理解を得ることで、口座振替利
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的 用者数や収納率向上に結びつける。
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま
①窓口説明（加入・脱退手続き時に国保税の計算、納付方法等の説明） ４月～３月：窓口、電話応対（加入・脱退手続き時や課税等の問い合わせに対し、的確に解りやすい説明を
②納税通知書の送付時に説明チラシ同封（計算、納付方法等の説明チラシを同封） 心がける。）
③ホームページ・広報等による周知（国保の現状、計算方法、減免、納税相談等を情報を掲載 ） 当該年度 ６月～３月：納税通知書送付時に説明チラシを同封（当初及び更正の説明チラシを同封し送付する。）
④国保月間の周知（１１月は、ちば国保月間としてポスター等を掲示）　　　　　　　　　　　　　　　　 執行計画 ４月・６月・１１月・１２月・３月：広報掲載（制度改正、算定方法 、口座振替、減免、納税相談、社会

(3)事業内容 内　　容 ⑤公的年金からの特別徴収導入に伴う保険税の賦課・徴収制度の周知 保険料控除等の情報を提供する。）
随時：ホームページ掲載（国保制度、制度改正、予算・決算状況、減免、試算等の情報提供をする。）
啓発回数　 想定値 14当該年度
納税通知書送付時説明チラシ同封　１回　　広報掲載　１２回　 単位 回

活動結果指標 実績値 14ホームページ掲載　１回

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 国保制度の重要性、国保税の算定・納付方法等の周知により収納率向上を図る。 直接 口座振替利用率（口座振替利用者数/納税義務者数） ％ 39.51 38.5

令和 3年度 国保制度の重要性、国保税の算定・納付方法等の周知により収納率向上を図る。 直接 口座振替利用率（口座振替利用者数/納税義務者数） ％ 38.6

令和 4年度 国保制度の重要性、国保税の算定・納付方法等の周知により収納率向上を図る。 直接 口座振替利用率（口座振替利用者数/納税義務者数） ％ 38.7

収納率向上のためには、制度に対して広報、チラシ、ホームページ等による積極的な周知が必要である。なお、長寿医療制度創
(7)事業実施上の課題と対応 設に伴い75歳以上の高齢者が被保険者から抜けることや口座振替者が特別徴収に移行するため、口座振替利用率低下が懸念され 代替案検討 ○有 ●無

る。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

随時：窓口・電話対応 随時：窓口・電話対応 随時：窓口・電話対応 随時：窓口・電話対応
随時：制度についてのＨＰ掲載 随時：制度についてのＨＰ掲載 随時：制度についてのＨＰ掲載 随時：制度についてのＨＰ掲載
６～３月：納税通知書に啓発チラシを ６～３月：納税通知書に啓発チラシを ６～３月：納税通知書に啓発チラシを ６～３月：納税通知書に啓発チラシを
　同封 同封 同封 同封
４・６・１月の広報：制度についての ４・６・１月の広報：制度についての ４・６・１月の広報：制度についての ４・６・１月の広報：制度についての
特集記事掲載 特集記事掲載 特集記事掲載 特集記事掲載
各月１６日広報：納期のお知らせ 各月１６日広報：納期のお知らせ 各月１６日広報：納期のお知らせ 各月１６日広報：納期のお知らせ

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.85 0.85 0.65 0.65
正職員人件費 5,720 7,395 7,395 5,655 5,655

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,720 7,395 7,395 5,655 5,655
(11)単位費用

408.57千円／回 528.21千円／回 528.21
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国民健康保険加入者が安心して医療が受けられるよう、安定した歳入を確保し制度の健全な運営を図るため、国保制度の ●①事前確認での想定どおり
周知を図り、口座振替率及び収納率の向上に結びつける。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

コンビニエンスストアでの納付が可能になったことから、結果として口座振替の利用率が減少してしまっているが、より
一層の啓発・勧奨を行い、収納率向上に寄与した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方税法に基づき、市で管理する課税情報をもとに国民健康

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 保険税の賦課を行っている。
□その他 　促進された 税の啓発は国民健康保険事業運営のための基本であるため、

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 収納率向上に繋がる啓発を実施していく必要がある。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
39.51 38.5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

国民健康保険加入時、及び当初納税通知書発送時に口座振替依頼書を配布、同封
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 39.51 102.62

し、口座振替の利便性をアピールし、利用率向上に繋がった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,395 △1,675 7,395 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△29.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 国民健康保険加入時、及び当初納税通知書発送時に口座

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 振替依頼書を配布、同封し、口座振替の利便性をアピー

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.52 ルし、利用率向上に繋がった。

％ 10万円 0.53 101.92

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、国民健康保険事業の運営に欠かすことのできない国保税について、被保険者の方々に理解を求めていくとともに、円滑な収納事務に
繋げるため必要とされている啓発事業であることから引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 157 課コード 0510 会計種別 国民健康保険事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険税の課税適正化対策 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 国保税の啓発 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,395 千円 (うち人件費 7,395 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格や賦課の適正化に努めるとともに、口 国保加入者



努めるとともに、口 国保加入者の資格を確認し、賦課の根拠となる所得等を適切に把握し適正に課税し、納付金の確保に努める
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的 。特に転入者や未申告者の所得調べを適正に行う。
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま
①所得確認（転入者の前住所地へ所得照会、未申告者へ申告書の送付） ４月～３月：納税通知書の発送（普通徴収及び特別徴収納税通知書の作成、発送事務を行う。）
②納税通知書の送付（普通徴収：１年間の保険税を年１０回で納付、特別徴収：年６回で納付） ４月～３月：特別徴収実施に伴い、年金保険者との調整及び特別対策申出書の受付
③居所不明者の調査（郵送戻り等の現地調査の実施） 当該年度 ９月：未申告者に簡易申告書を送付し、申告を促す。（転入者には、随時所得照会を実施する。）
④国保税の減免（旧被扶養者減免及び徴収猶予、納期限の延長等でも納税が困難） 執行計画 ９月～１１月：居所不明者の実態調査・資格未届出者調査

(3)事業内容 内　　容 ⑤税率改正の是非の検討（国保会計の収支状況を適切に把握し検討） ４月～１月：税率改正の検討（国保会計の収支状況を適切に把握し、税率改正の是非を検討する。）
⑥課税資格、賦課更正の処理 随時：減免の相談及び申請受付を行う。また、補助金申請や調査の報告を行う。
⑦基盤安定負担金等の申請や実態調査等の報告 申告済世帯数 想定値 21,515当該年度
⑧資格入力 単位 世帯

活動結果指標 実績値 20,338

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 未申告者を減らし、適正・公平な課税を行う。 直接 申告済世帯率（申告済世帯数／加入世帯数） % 97.2 96.6

令和 3年度 未申告者を減らし、適正・公平な課税を行う。 直接 申告済世帯率（申告済世帯数／加入世帯数） % 96.7

令和 4年度 未申告世帯を減らし、適正・公平な課税を行う。 直接 申告済世帯率（申告済世帯数／加入世帯数） % 96.8

未申告者がいると、軽減対象外などとなる。公正公平のためにも異動手続き及び申告の必要性を周知し、適切な賦課を行う必要
(7)事業実施上の課題と対応 がある。さらに特別徴収実施に伴い事務量が増加している。なお申告率の高い高年齢層が特別徴収へ移行、又、長寿医療制度へ 代替案検討 ○有 ●無

移行したため申告率低下が懸念される。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

返信用封筒、口座振替依頼書の印刷 310 返信用封筒、口座振替依頼書の印刷 471 352 返信用封筒、口座振替依頼書の印刷 471 返信用封筒、口座振替依頼書の印刷 471
当初及び例月納税通知書､その他郵送料 2,318 当初及び例月納税通知書､その他郵送料 2,257 1,928 当初及び例月納税通知書､その他郵送料 2,257 当初及び例月納税通知書､その他郵送料 2,257
消耗品費 18 消耗品費 18 18 消耗品費 18 消耗品費 18
嘱託職員報酬等 5,517 パート会計年度（事務職１名） 3,020 3,020 パート会計年度（事務職１名） 2,889 パート会計年度（事務職１名） 2,889
異動届（一般管理費） 127 異動届（一般管理費） 88 55 異動届（一般管理費） 88 異動届（一般管理費） 88

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,290 合　　計 5,854 5,373 合　　計 5,723 合　　計 5,723
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,290 ■特会 □受益 □基金 □その他 5,854 5,373 ■特会 □受益 □基金 □その他 5,723 ■特会 □受益 □基金 □その他 5,723
換算人数(人) 1.5 1.95 1.95 1.5 1.5
正職員人件費 13,200 16,965 16,965 13,050 13,050

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,079 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,490 22,819 22,338 18,773 18,773
(11)単位費用

1千円／世帯 1.06千円／世帯 1.1
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国民健康保険加入者が安心して医療が受けられるよう、安定した歳入を確保し制度の健全な運営を図るため、未申告者等 ●①事前確認での想定どおり
の状況把握に努め、適正・公正な課税を行う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

未申告者や新規加入者、窓口受付時における未申告判明者への所得申告勧奨案内、所得確認を適正に実施し、適正な賦課
を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方税法に基づいた国民健康保険税の賦課は、市の事業であ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
97.2 96.6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

課税課での調査に加え、国保年金課でも独自の所得照会を行っている。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 97.2 100.62
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,819 △1,329 22,338 97.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 課税課での調査に加え、国保年金課でも独自の所得照会

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 を行っている。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.42

% 10万円 0.44 104.76

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は地方税法に基づいて市が行う事業である。適正な所得の把握による賦課額の算定、および軽減判定を行うために、今後も引き続き現状
どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 158 課コード 0510 会計種別 国民健康保険事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険税の課税適正化対策 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 国保税の賦課 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.95 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,165 千円 (うち人件費 16,965 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 22,819 千円 (うち人件費 16,965 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格や賦課の適正化に



適正化に努めるとともに、口 近年生活習慣病の外来受診が増加し、６５歳頃を境に生活習慣病を中心とした入院受療が上昇、不適切な食
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的 生活や運動不足等の生活習慣がやがて発症し重症化となる。生活習慣病の境界域段階で留めることができれ
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま ば、通院を減らし重症化を抑えることができ、中長期的には医療費の増加を抑えることも可能になる。
生活習慣病の有病者・予備群の削減という観点から、標準的な健診・保健指導プログラムに沿って事業を行 ・特定健診受診券の発送：５月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
う。具体的には４０歳～７４歳の国保被保険者を対象に受診券を発行し委託医療機関で受診してもらう。検 ・特定健診受診期間：６月～翌年１月
査結果、内臓脂肪蓄積に着目してリスク判定し、特定保健指導の対象者選定と階層化を行い、「動機付け支 当該年度 ・未受診者への勧奨通知発送：１１月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
援」「積極的支援」の対象者に利用券を発行し特定保健指導を行う。以上を健康づくり支援課に執行委任す 執行計画 ・特定保健指導期間：１２月～翌年３月（実際は翌年８月）

(3)事業内容 内　　容 る。
平成２４年度から市独自検査項目として尿酸、クレアチニン、貧血検査、心電図検査を実施。平成２５年度
から節目年齢の者に簡易脳ドック（頸動脈エコー）を実施。平成２８年度からｅＧＦＲ算出。平成２９年度 特定健診受診率 想定値 42当該年度
から集団健診を実施するととともに、特定保健指導委託先を拡大。平成３０年度から、国の基準一部改正に 単位 ％

活動結果指標 実績値 30.4よりクレアチニン検査が詳細な検査の基準該当に追加。平成３１年度から集団健診を２日追加実施。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 特定健診・特定保健指導を実施し、生活習慣病の有病者・予備群に対し、早期に生活習慣の改善を支援することにより重症化を 直接 特定健診受診率 % 34.3 42
抑え、療養給付費の伸びを抑制する。

令和 3年度 特定健診・特定保健指導を実施し、生活習慣病の有病者・予備群に対し、早期に生活習慣の改善を支援することにより重症化を 直接 特定健診受診率 % 48
抑え、療養給付費の伸びを抑制する。

令和 4年度 特定健診・特定保健指導を実施し、生活習慣病の有病者・予備群に対し、早期に生活習慣の改善を支援することにより重症化を 直接 特定健診受診率 % 54
抑え、療養給付費の伸びを抑制する。
４０歳～７４歳の国保被保険者の生活習慣病健診受診率は国・県平均を下回っているため、ＰＲを積極的に行い、制度に対する

(7)事業実施上の課題と対応 理解を深めてもらう。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

特定健診・特定保健指導繰出金 112,786 特定健診・特定保健指導繰出金 100,866 81,957 特定健診・特定保健指導繰出金 100,866 特定健診・特定保健指導繰出金 100,866
３月補正 △3,029

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 112,786 合　　計 97,837 81,957 合　　計 100,866 合　　計 100,866
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 33,000 補助率 66 ％ 32,488 32,072 補助率 66 ％ 32,488 補助率 66 ％ 32,488
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 79,786 ■特会 □受益 □基金 □その他 65,349 49,885 ■特会 □受益 □基金 □その他 68,378 ■特会 □受益 □基金 □その他 68,378
換算人数(人) 0.3 0.35 0.35 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 3,045 3,045 2,610 2,610

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 115,426 100,882 85,002 103,476 103,476
(11)単位費用

2,959.64千円／％ 2,401.95千円／％ 2,796.12
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者の医療の確保に関する法律第２０条に基づく事業。 ●①事前確認での想定どおり
本市の特定健康診査受診率は、施行当初の平成２０年度２３．４％であったものが、検査項目への独自項目追加やみなし ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 健診の拡大、集団健診の導入など受診率向上に取組み、平成３０年度には３４．３％と平成２０年度と比較し１０．９ポ ○要
   背景は？(事業の必要性) イント向上しているが、平成２９年度実績と比較すると１．７ポイント低下しており、目標値には達成していない状況で ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ある。今後も特定健康診査受診による被保険者への健康状態の把握に努め、保健指導の提供等健康管理を行っていく必要 「高齢者の医療の確保に関する法律」において、医療保険者に特定検診・特定保健指導の実施が義務付けられているため
がある。 。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 「高齢者の医療の確保に関する法律」第１８条から第３１条

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に基づき実施している。医療保険者に特定検診・特定保健指
□その他 　促進された 導の実施が義務付けられているため、実施は必須である。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
34.3 42 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

勧奨ハガキや未受診者への受診勧奨電話の対策を行ったが、コロナウイルス感染
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 30.4 72.38

症の影響により、想定よりも受診率を増やすことができなかった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 100,882 14,544 85,002 84.26
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

コロナウイルス感染症の影響により特定検診の受診率が当初の見込みを
下回ったため。

12.6

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 コロナウイルス感染症の影響により特定検診の受診率が

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 、当初の見込みを下回ったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

% 10万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
特定検診・特定保健指導の実施は医療保険者の義務であるため、実施は必須である。生活習慣病予防や医療費削減のため、特定検診・特定保健
指導の実施率向上を引き続き推進していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 159 課コード 0510 会計種別 国民健康保険事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険事業の健全化対策 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 特定健診・特定保健指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 103,911 千円 (うち人件費 3,045 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 100,882 千円 (うち人件費 3,045 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格や賦課の



民健康保険の健全な運営と被保険者間の公平性を保つため、滞納となった国民健康保険税を徴収する。
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま
窓口における納付相談や分納相談、滞納整理等を日常行い保険税を徴収する。また、納付に応じない悪質な 滞納繰越分を減らすべく、窓口において随時納付(分納)相談や滞納整理等を実施。また、督促状及び催告状
滞納者に対しては、差押え等の滞納整理を執行する。また、収税課と協議を行い必要があれば収税課の債権 を定期的に発送します。督促状年１１回発送（２１年度３回から発送回数増）、催告状を年２回発送。平成
回収室へ移管する。 当該年度 ２１年度配置された嘱託職員にも滞納管理システムを導入し、処分の速やかな入力と、よりきめ細かな分納
督促状年１１回、納付書付催告書年２回発送し納付を促す。 執行計画 管理を実施する。

(3)事業内容 内　　容

目標値は平成30年度の収納率18.10％を上回る19.00％を設定した。財 想定値 19当該年度
産調査を積極的に行い、滞納処分と執行停止、欠損等の滞納整理が進 単位 ％

活動結果指標 実績値 18.58み滞繰の収入未済額（分母）が縮小されたため。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 滞納繰越分を減らすとともに、自主財源確保に努める。 直接 国民健康保険税の滞納繰越分徴収率（収入累計額÷調定累計額） ％ 18.58 19

令和 3年度 滞納繰越分を減らすとともに、自主財源確保に努める。 直接 国民健康保険税の滞納繰越分徴収率（収入累計額÷調定累計額） ％ 19.5

令和 4年度 滞納繰越分を減らすとともに、自主財源確保に努める。 直接 国民健康保険税の滞納繰越分徴収率（収入累計額÷調定累計額） ％ 20

平成30年度は18.10%の収納率を確保したが、滞納繰越分については執行停止等の徴収困難な事案が数多く含まれると思われる。
(7)事業実施上の課題と対応 そのため現年中心の徴収を実施したい。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費 274 印刷製本費 132 107 印刷製本費 132 印刷製本費 132
通信運搬費 3,622 通信運搬費 3,740 3,193 通信運搬費 3,740 通信運搬費 3,740
消耗品費 9 消耗品費 9 9 消耗品費 9 消耗品費 9
手数料 52 手数料 78 68 手数料 78 手数料 78
滞納管理システム保守管理委託料 271 滞納管理システム保守管理委託料 248 248 滞納管理システム保守管理委託料 248 滞納管理システム保守管理委託料 248
滞納管理システム賃貸借料 392 滞納管理システム賃貸借料 53 53 滞納管理システム賃貸借料 53 滞納管理システム賃貸借料 53
嘱託職員報酬等（２号２名） 2,760 パート会計年度（事務職２名）×0.5 2,692 2,587 パート会計年度（事務職２名）×0.5 2,692 パート会計年度（事務職２名）×0.5 2,692

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,380 合　　計 6,952 6,265 合　　計 6,952 合　　計 6,952
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 7,380 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,952 6,265 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,952 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,952
換算人数(人) 1.35 1.3 1.3 1.35 1.35
正職員人件費 11,880 11,310 11,310 11,745 11,745

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 3,307 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 19,260 18,262 17,575 18,697 18,697
(11)単位費用

1,070千円／％ 961.16千円／％ 945.91
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年、急速に高齢化が進む中、疾病構造の変化や医療技術の高度化により医療費は年々増加しており、国保財政は極めて ●①事前確認での想定どおり
逼迫した状況となっている。その要因には、雇用対策が未だ不十分な為、若年層世代の国保加入の増加や高齢化の進展に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ より国保税額の増加や低所得者の増加等もあり、年々滞納者が増加傾向にある。また、督促状年１１回、納付書付催告書 ○要
   背景は？(事業の必要性) 年２回を滞納者に対して発送することにより、納税を促すと共に徴収率の向上にもなる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

納税者の公平を図るため、滞納整理事務を行うことができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方税法に基づいた国民健康保険税の徴収事務は市の事業で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あり、常に判断を求められるため委託には適さない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18.58 19 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

財産調査に基づく差押予告や差押等を実施し効果的な滞納処分を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 18.58 97.79
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 18,262 998 17,575 96.24
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 財産調査に基づく差押予告や差押等を実施し効果的な滞

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 納処分を実施した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.1

％ 10万円 0.11 110

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
滞納繰越分の収納率向上は国民健康保険制度の健全な運営という目標達成に必要不可欠であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1355 課コード 0510 会計種別 国民健康保険事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険税の課税適正化対策 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 国保税の滞納整理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 18,262 千円 (うち人件費 11,310 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格や賦課の適正化に努めるとともに、口 国



の適正化に努めるとともに、口 はり、きゅうマッサージ施設利用者等への助成を行い、高齢者の健康の保持増進を図ること。
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま
・後期高齢者医療被保険者を対象にはり・きゅうマッサージ利用の給付を補う。 ・はり・きゅうマッサージ施設利用券の発行。１人あたり年１２枚を交付。（通年）

　請求に基づき、施術所へ施設利用券１枚あたり１，０００円の支払を行う。　
当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

利用件数（施設利用券利用枚数） 想定値 7,300当該年度
単位 件数

活動結果指標 実績値 5,401

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 保健事業として、はり・きゅうマッサージ利用等の給付の円滑な実施 直接 利用率（執行額／予算額） ％ 94 95

令和 3年度 はり・きゅうマッサージ利用等の給付の円滑な実施 直接 利用率（執行額／予算額） % 96

令和 4年度 はり・きゅうマッサージ利用等の給付の円滑な実施 直接 利用率（執行額／予算額） % 97

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費（はり・きゅう・あん摩等 56 印刷製本費（はり・きゅう・あん摩等 66 62 印刷製本費（はり・きゅう・あん摩等 66 印刷製本費（はり・きゅう・あん摩等 66
施設利用券印刷代） 施設利用券印刷代） 施設利用券印刷代） 施設利用券印刷代）
通信運搬費（施設利用券等郵送料） 10 通信運搬費（施設利用券等郵送料） 10 9 通信運搬費（施設利用券等郵送料） 10 通信運搬費（施設利用券等郵送料） 10
はりきゅう等助成費 7,900 はりきゅう等助成費 7,300 5,401 はりきゅう等助成費 7,300 はりきゅう等助成費 7,300

3月補正　はりきゅう等助成費 △800

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,966 合　　計 6,576 5,472 合　　計 7,376 合　　計 7,376
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,226 1,836 1,282 2,636 7,376

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,740 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,740 4,190 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,740 □特会 □受益 □基金 ■その他 0
換算人数(人) 0.56 0.5 0.5 0.56 0.56
正職員人件費 4,928 4,350 4,350 4,872 4,872

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,894 10,926 9,822 12,248 12,248
(11)単位費用

1.63千円／件数 1.5千円／件数 1.82
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

保健事業は、被保険者の健康の保持増進を目的に、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき実施している。そのため継 ●①事前確認での想定どおり
続的な事業の実施が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

本事業は、法に基づき保健事業として実施している。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった はり・きゅう・あん摩等利用の一部助成であり、市が主導で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 行う必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
94 95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利用する被保険者に制度が定着している。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 74 77.89
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,926 1,968 9,822 89.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 利用する被保険者に制度が定着している。 ●不要

コロナウィルスの影響により利用者数が減少したと思われる。

15.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利用する被保険者に制度が定着している。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.87

％ 10万円 0.75 86.21

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、被保険者の健康の保持増進を目的に実施しているため、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1364 課コード 0510 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 後期高齢者医療制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 後期高齢者医療被保険者の保健事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,726 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,926 千円 (うち人件費 4,350 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格や賦課



るため、資格や賦課の適正化に努めるとともに、口 高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、高齢期における適切な医療の確保を図る。
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま
後期高齢者医療業務を円滑に実施するため、毎開庁日に、千葉県後期高齢者医療広域連合と市町村システム ・被保険者証及び各種認定証等交付業務（通年）
との被保険者情報のデータ連携を行う。 ・療養費、葬祭費等給付申請確認及び発送業務（通年）
資格業務・被保険者証の交付・障害認定申請や被扶養者の受付 当該年度 ・保険料決定通知発送業務（年次７月・月次5.7.8.9.10.11.12.1.2.3月）
給付業務・療養費、葬祭費等給付申請の確認及び発送 執行計画 ・過誤納金還付業務（年１２回）

(3)事業内容 内　　容 徴収業務・保険料決定通知発送・仮徴収事前通知発送・仮徴収額決定通知書発送・収納消込み・口座振替開 ・保険料督促（年１０回）
始通知発送・口座振替不能通知発送・社会保険料控除証明書（納付確認書）送付・督促、催告書発送・分納 ・催告（年３回）
相談 保険料現年度分収納率 想定値 99.6当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 99.55

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 後期高齢者医療制度の健全な運営と医療給付費の財源確保のため、保険料収納率の向上を図る 直接 後期高齢者医療保険料現年度分収納率 ％ 99.54 99.6

令和 3年度 後期高齢者医療制度の健全な運営と医療給付費の財源確保のため、保険料収納率の向上を図る 直接 後期高齢者医療保険料現年度分収納率 % 99.62

令和 4年度 後期高齢者医療制度の健全な運営と医療給付費の財源確保のため、保険料収納率の向上を図る 直接 後期高齢者医療保険料現年度分収納率 % 99.65

７５歳年齢到達者により、被保険者数が毎年増加しているため、被保険者証等の郵送代・印刷製本費等を含む事務費が増えてい
(7)事業実施上の課題と対応 る。 代替案検討 ○有 ●無

また、毎開庁日に千葉県後期高齢者医療広域連合と市町村システムとの被保険者情報のデータ連携を行う必要がある。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

旅費 8 旅費 8 0 旅費 8 旅費 8
消耗品費(事務用品・参考図書購入代) 58 消耗品費(事務用品・参考図書購入代) 52 28 消耗品費(事務用品・参考図書購入代) 52 消耗品費(事務用品・参考図書購入代) 52
印刷製本費（封筒・保険料リーフレッ 482 印刷製本費（封筒・保険料リーフレッ 647 562 印刷製本費（封筒・保険料リーフレッ 647 印刷製本費（封筒・保険料リーフレッ 647
ト印刷代） ト印刷代） ト印刷代） ト印刷代）
通信運搬費（被保険者証等郵送代） 4,745 通信運搬費（被保険者証等郵送代） 4,948 4,346 通信運搬費（被保険者証等郵送代） 4,948 通信運搬費（被保険者証等郵送代） 4,948
市町村職員互助会負担金(正職員３名 5 市町村職員互助会負担金(正職員３名 5 4 市町村職員互助会負担金(正職員３名 5 市町村職員互助会負担金(正職員３名 5
分） 分） 分） 分）

実施内容 口座振替手数料（コンビニ収納含む） 818 口座振替手数料（コンビニ収納含む） 850 814 口座振替手数料（コンビニ収納含む） 850 口座振替手数料（コンビニ収納含む） 850
保険料納付金（後期高齢者医療広域連 1,753,337 保険料納付金（後期高齢者医療広域連 1,953,486 1,964,104 保険料納付金（後期高齢者医療広域連 1,953,486 保険料納付金（後期高齢者医療広域連 1,953,486

(8)施行事項
費　　用 合納付金） 合納付金） 合納付金） 合納付金）

保険基盤安定拠出金（後期高齢者医療 232,158 保険基盤安定拠出金（後期高齢者医療 258,583 252,202 保険基盤安定拠出金（後期高齢者医療 258,583 保険基盤安定拠出金（後期高齢者医療 258,583
広域連合納付金） 広域連合納付金） 広域連合納付金） 広域連合納付金）
嘱託職員賃金２号１人（報酬／ 2,348 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員人件費 2,774 2,679 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員人件費 2,357 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員人件費 2,357
社会・雇用保険料／交通費含む） （事務）２人（報酬／社会・雇用 （事務）１人（報酬／社会・雇用 （事務）１人（報酬／社会・雇用
還付金 3,949 保険料／交通費含む） 保険料／交通費含む） 保険料／交通費含む）
還付加算金 50 還付金 3,740 2,920 還付金 3,740 還付金 3,740
償還金 540 還付加算金 50 7 還付加算金 50 還付加算金 50
電算委託料 297 後期高齢者医療システム改修委託料 2,728 2,728

３月補正（保険料納付金） 30,516

予算(決算)額 合　　計 1,998,795 合　　計 2,258,387 2,230,394 合　　計 2,224,726 合　　計 2,224,726
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 2,728 2,728 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 226,389 226,389

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,998,795 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,255,659 2,227,666 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,998,337 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,998,337
換算人数(人) 1.61 1.61 1.61 1.61 1.61
正職員人件費 14,168 14,007 14,007 14,007 14,007

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,563 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,012,963 2,272,394 2,244,401 2,238,733 2,238,733
(11)単位費用

20,200.33千円／％ 22,815.2千円／％ 22,545.46
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者の医療の確保に関する法律及び我孫子市後期高齢者医療に関する条例に基づく事務である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法に基づく事業であり、実施するものである。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法により千葉県後期高齢者医療広域連合と共に市が実施する

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ものである。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99.54 99.6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

督促・催告通知に加え、電話催告など、保険料の徴収に努めたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99.55 99.95
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,272,394 △259,431 2,244,401 98.77
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△12.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

％ 100万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、後期高齢者医療制度を安定的に支えるために重要であり、健全な運営を続けるためにも必要な事業であることから、現状どおり推進
していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1366 課コード 0510 会計種別 後期高齢者医療特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 後期高齢者医療制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 後期高齢者医療事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.61 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,238,733 千円 (うち人件費 14,007 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,272,394 千円 (うち人件費 14,007 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営す



格や賦課の適正化に努めるとともに、口 高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、高齢期における適切な医療の確保を図る。
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま
千葉県後期高齢者医療広域連合の共通事務経費を負担する。 千葉県後期高齢者医療広域連合への共通事務経費の負担（年４回：4･8･11･3月）
後期高齢者医療給付に係る応分の費用を負担する。 後期高齢者医療給付費の負担（年６回：5･7･9･11･1･3月）　

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

負担分の拠出 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 後期高齢者医療財政についての応分の負担額の支出 間接 負担分の支出 ％ 100 100

令和 3年度 後期高齢者医療財政についての応分の負担額の支出 間接 負担分の支出 ％ 100

令和 4年度 後期高齢者医療財政についての応分の負担額の支出 間接 負担分の支出 ％ 100

被保険者が増えているため、負担金も増加している。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

広域連合共通経費負担金（市町村負担金 55,222 広域連合共通経費負担金（市町村負担金 59,774 47,872 広域連合共通経費負担金（市町村負担金 59,774 広域連合共通経費負担金（市町村負担金 59,774
療養給付費負担金（市町村負担金） 1,158,582 療養給付費負担金（市町村負担金） 1,200,236 1,200,236 療養給付費負担金（市町村負担金） 1,200,236 療養給付費負担金（市町村負担金） 1,200,236

３月補正 △8,806

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,213,804 合　　計 1,251,204 1,248,108 合　　計 1,260,010 合　　計 1,260,010
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,213,804 1,251,204 1,248,108 1,260,010 1,260,010

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0
正職員人件費 1,760 1,740 1,740 1,740 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,215,564 1,252,944 1,249,848 1,261,750 1,260,010
(11)単位費用

12,155.64千円／% 12,529.44千円／% 12,498.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、後期高齢者医療制度の財政維持として支出の必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法に基づく制度であり、健全で安定的に運営するために必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 千葉県後期高齢者医療広域連合に対し、構成する市町村で共

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 通経費等を負担するものであり、健全で安定的に運営するた
□その他 　促進された めに必要である。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

必要に応じ、予算の補正等を実施している。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,252,944 △37,380 1,249,848 99.75
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 広域連合の補正が２月にあったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

％ 10万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、後期高齢者医療制度を実施していくにあたり、医療給付など県単位での対応となっていることから、必要に応じた負担金の支出は必
要であり、現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1752 課コード 0510 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 後期高齢者医療制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 後期高齢者医療広域連合負担金 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,261,750 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,252,944 千円 (うち人件費 1,740 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資



ビスを提供していける 窓口業務を接遇等ノウハウのある民間事業者に委託し、事務事業全般に係る業務の効率化を図るとともに、
施策目的・

(2)目的 よう、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら事業の委託化や民営化を進めるとともに、公の施設の 事業目的 市民サービスの向上を図る。
展開方向

管理運営にあたっては指定管理者制度の活用を進めます。また、事業の必要性や実施主体のあり方などにつ
国民健康保険に係る基本的な次の事務（処分に係る部分を除く。）を民間事業者に委託する。 委託期間：平成30年4月1日から令和3年3月31日
《平成24年10月から導入準備（委託社員研修）平成25年1月実施》 次回期間：令和3年4月1日から令和6年3月31日（債務負担行為：〇〇〇千円）
①国民絵健康保険の資格の得喪に関する事務②国民健康保険保険証の交付に関する事務③国民健康保険の給 当該年度 今年度は、現契約終了日以降の対応として、３年間の債務負担行為を設定したうえで業者選定及び契約締結
付に係る各種申請の受理に関する事務④国民健康保険税の賦課説明に関する事務⑤国民健康保険税の窓口収 執行計画 を実施する。

(3)事業内容 内　　容 納に関する事務 令和2年4月：県内の委託実績調査・仕様書等の確定、5月：見積依頼、9月：議会にて債務負担行為の設定、
《平成27年4月から一部内部事務を追加》 10月：業者選定開始、12月：業者特定、令和3年1月：契約締結   
①療養費支給申請書の入力に関する事務②はり・灸・マッサージ施設利用券の入力に関する事務③葬祭費支 来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率 想定値 100当該年度
給申請書の入力に関する事務④高齢受給者証の封入・封緘（例月）に関する事務 単位 ％

活動結果指標 実績値 100《平成27年12月から国民健康保険の窓口業務と後期高齢者医療制度の窓口業務を一体化》

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 国民健康保険業務全体の効率化と市民サービスの向上を目指すため、来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率の達成目標を 直接 来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率 ％ 100 100
100％とします。

令和 3年度 国民健康保険業務全体の効率化と市民サービスの向上を目指すため、来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率の達成目標を 直接 来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率 ％ 100
100％とします。

令和 4年度 国民健康保険業務全体の効率化と市民サービスの向上を目指すため、来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率の達成目標を 直接 来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率 ％ 100
100％とします。
度重なる制度改正やマイナンバー法への対応などによる業務量の増大に加えて、委託事業者は情報連携業務に携わることが制約

(7)事業実施上の課題と対応 されていることから業務の効率化を活かせない部分も生じているため、資格賦課担当職員の早急な増員対応が必要となっている 代替案検討 ○有 ●無
。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委託料 委託料 委託料 委託料
窓口等業務等委託料 20,645 窓口等業務委託料 20,834 20,834 窓口等業務委託料 窓口等業務委託料
【債務負担30年～32年】 【債務負担H30年～R2年】 【債務負担R2年～R6年】 【債務負担R2年～R6年】

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 20,645 合　　計 20,834 20,834 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 20,645 ■特会 □受益 □基金 □その他 20,834 20,834 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0 0
正職員人件費 1,320 1,305 1,305 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,965 22,139 22,139 0 0
(11)単位費用

219.65千円／％ 221.39千円／％ 221.39
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国保年金課に係る多様な制度を効率的に処理するとともに、市民サービスの向上を図る必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国民健康保険の窓口業務を民間事業者が行うことで、事業者の蓄積したノウハウが市民サービスの向上に活用されている
。また、職員の窓口対応に要する時間を縮減することで、事務効率の改善が図られている。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国民健康保険の事務は、国民健康保険法第３条の規定に基づ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 き、市が行うものである。そのため、法で認められている範
□その他 　促進された 囲に於いて、民間のノウハウを活用して市民サービスの向上

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した と事務の効率化を図る必要がある。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

窓口業務を委託した民間事業者が、適切に窓口対応を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,139 △174 22,139 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

民間委託により削減を図っている。

△0.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 窓口業務を委託した民間事業者が、適切に窓口対応を行

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.45

％ 10万円 0.45 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、市民ニーズに適合した、質の高いサービスを安定的に提供できている。また、職員の窓口対応に要する時間を削減することで事務効
率の改善が図られていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1919 課コード 0510 会計種別 国民健康保険事業特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険事業の健全化対策 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 国民健康保険窓口業務等の委託事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 22,139 千円 (うち人件費 1,305 千円）⑦事業費
総事業費 7,929 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサー



サービスを提供していける 国民健康保険の窓口業務に加え後期高齢者の窓口業務を委託したことにより、受付業務を一本化し、事務事
施策目的・

(2)目的 よう、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら事業の委託化や民営化を進めるとともに、公の施設の 事業目的 業全般に係る業務の効率性を図るとともに市民サービスの向上を図る。
展開方向

管理運営にあたっては指定管理者制度の活用を進めます。また、事業の必要性や実施主体のあり方などにつ
後期高齢者医療制度に係る基本的な次の事務を民間事業者に委託する。 後期高齢者医療窓口及びデータ入力業務
（平成27年10月から各種入力業務を委託し、平成28年1月から窓口業務を委託する） 委託期間：平成30年4月1日から令和3年3月31日
①後期高齢者医療の資格の得喪に関する事務 当該年度 次回期間：令和3年4月1日から令和6年3月31日（債務負担行為：〇〇〇千円）
②後期高齢者医療被保険者証の交付に関する事務 執行計画 今年度は、現契約終了日以降の対応として、３年間の債務負担行為を設定したうえで業者選定及び契約締結

(3)事業内容 内　　容 ③後期高齢者医療の給付に係る各種申請の受理及び入力に関する事務 を実施する。
④後期高齢者医療保険料の各種申請の受理及び入力に関する事務 令和2年4月：県内の委託実績調査・仕様書等の確定、5月：見積依頼、9月：議会にて債務負担行為の設定、
⑤後期高齢者医療保険料の賦課説明に関する事務 来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率 想定値 100当該年度
⑤後期高齢者医療保険料の窓口収納に関する事務 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 後期高齢者医療制度業務全体の効率化と市民サービスの向上を目指すため、来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率の達成 直接 来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率 ％ 100 100
目標を100％とします。

令和 3年度 後期高齢者医療制度業務全体の効率化と市民サービスの向上を目指すため、来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率の達成 直接 来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率 ％ 100
目標を100％とします。

令和 4年度 後期高齢者医療制度業務全体の効率化と市民サービスの向上を目指すため、来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率の達成 直接 来庁者に対する民間事業者の窓口受付対応率 ％ 100
目標を100％とします。
民間事業者の窓口受付対応率について、第一段階の受付としては100％であるが、内容により職員が対応を行う案件もある。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委託料（後期高齢者医療窓口業務等） 11,566 委託料（後期高齢者医療窓口業務等） 11,673 11,673 委託料（後期高齢者医療窓口業務等） 11,673 委託料（後期高齢者医療窓口業務等） 11,673
【債務負担30年～32年】 【債務負担Ｈ30年～Ｒ2年】 【債務負担Ｒ2年～Ｒ6年】 【債務負担Ｒ2年～Ｒ6年】

［債務負担］
後期高齢者医療窓口業務等委託料
設定金額〇〇〇千円（未定）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 11,566 合　　計 11,673 11,673 合　　計 11,673 合　　計 11,673
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 11,566 ■特会 □受益 □基金 □その他 11,673 11,673 ■特会 □受益 □基金 □その他 11,673 ■特会 □受益 □基金 □その他 11,673
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,045 3,045 3,045 3,045

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,646 14,718 14,718 14,718 14,718
(11)単位費用

146.46千円／％ 147.18千円／％ 147.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公民連携の推進を図り、窓口業務を接遇等ノウハウのある民間事業者に委託し、事務事業全般に係る業務の効率化を図る ●①事前確認での想定どおり
とともに、市民サービスの向上を図る。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

後期高齢者医療の窓口を民間業者が行うことで、事業者の蓄積されたノウハウを市民サービスの向上に活用している。ま
た、職員の窓口対応に要する時間が短縮され、事務効率についても改善が図られている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法により市が行うものと定められており、後期高齢者医療の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 事業は市が主導で行う事業である。そのため、定められた範
□その他 　促進された 囲内で民間のノウハウを活用し市民サービスの向上と事務の

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 効率化を図る必要がある。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

民間事業者のスキルアップに伴い、職員の窓口対応に要する時間が短縮され、事
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

務効率についても改善が図られたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,718 △72 14,718 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

民間委託により削減を図っている

△0.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.68

％ 10万円 0.68 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、市民ニーズに適合した質の高いサービスができている。また、職員の窓口対応に要する時間が短縮され、事務効率についても改善が
図られていることから今後も現状通り推進してく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2107 課コード 0510 会計種別 後期高齢者医療特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 後期高齢者医療制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 後期高齢者医療窓口業務等の委託事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,718 千円 (うち人件費 3,045 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高い



高齢者が身近な場所で健康づくりに参加できる環境を整えるとともに、フレイル状態にある高齢者について
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 は、適切な医療サービス等につなぐことで、疾病予防・重症化予防を図る。
展開方向

①ＫＤＢシステムを活用した地域の健康課題の分析、事業の企画・調整を行う。 高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施できるよう、システムを活用した地域の健康課
②ＫＤＢシステムから健康状態不明者を抽出し、状態把握を行うとともに、必要に応じて保健指導、医療の 題の分析や対象者を把握するため、ＫＤＢシステムの新規導入を行う。
参加勧奨、介護サービス等の利用につなげていく。 当該年度
③地域の通いの場に専門職が出向き、高齢者のフレイル状態を把握したうえで、健康栄養相談や健康教育を 執行計画

(3)事業内容 内　　容 行う。

健康状態不明者の健康状態が把握できるシステムの導入割合 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健康状態不明者の健康状態が把握できるシステムの導入 直接 健康状態不明者の健康状態が把握できたシステムの導入割合 ％ 0 100

令和 3年度 健康状態不明者の健康状態が把握できる 直接 健康状態不明者の健康状態が把握できた割合 ％ 55

令和 4年度 健康状態不明者の健康状態が把握できる 直接 健康状態不明者の健康状態が把握できた割合 ％ 60

75歳以上の高齢者が増加していくことで、要支援・要介護認定を受ける高齢者の割合が見込まれる。より多くの高齢者の健康状
(7)事業実施上の課題と対応 態を把握し、必要に応じ医療・介護サービス等へつなげることで、 代替案検討 ●有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 50 42 広域連合との連絡・調整 0 広域連合との連絡・調整 0
使用料及び賃借料 374 242 高齢者支援課との連絡・調整 0 高齢者支援課との連絡・調整 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 424 284 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 12 3 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 412 281 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.06 0.06 0.06 0.06
正職員人件費 0 522 522 522 522

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 946 806 522 522
(11)単位費用

0千円／＊＊ 9.46千円／％ 8.06
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者、その中でも特に７５歳以上の高齢者については、複数の疾患や合併のみならず、加齢に伴う諸臓器の機能低下を ●①事前確認での想定どおり
基盤としたフレイルやサルコペニア、認知症等の進行により個人差が大きくなり、多病、多剤処方の状態に陥るなど、健 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 康上の不安が大きくなる。こうした不安を取り除き、住み慣れた地域で自立した生活ができる期間の延伸、ＱＯＬの維持 ○要
   背景は？(事業の必要性) 向上を図るためには、高齢者の特性を踏まえた健康支援・相談を行う必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高齢やの疾病予防・重症化予防を図るためのシステム導入を円滑にできた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国のガイドラインにより、高齢者の疾病予防・重症化予防を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 図るため、高齢者支援課・健康づくり支援課と協力し準備を
□その他 　促進された した。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 既存の地区組織を活用した事業を展開していく。 既存の地区組織を活用した事業を展開していく。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業遂行できるよう、順調にシステム導入できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 946 ― 806 85.2
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

要求時よりも見積額が減額となったため。

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 要求時よりも見積額が減額となったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.57

％ 10万円 12.41 117.41

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、令和３年度より高齢者支援課主導で行うことになり、国保年金課は補佐的役割を果たしながら協力していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2284 課コード 0510 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.06 人）
(1)事業概要

(当　初) 946 千円 (うち人件費 522 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防につながる活動を支援し、身近


